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研究成果の概要（和文）：目的；地域高齢者見守りの活動促進プログラムを開発し、その効果を評価する。研究方法；
対象者は大阪府A市4地区の地区組織の住民143人。プログラム内容は学習編と高齢者全数訪問と見守りチーム会議等の
見守り体験の実践編。評価方法はプログラム実施前後に質問紙調査を実施した。結果；分析対象者は100人であった。
対象者の支援が必要な高齢者への関心の程度は有意に上昇した。地域コミットメントは介入前15.1点、介入後は16.2点
、地域高齢者見守り自己効力感は介入前11.9点、介入後は12.9点とともに有意に上昇した。考察；本プログラムは地域
住民の高齢者見守り活動を促進するとして有効である可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：Purpose: This study examine the effect of the pre-post intervention test of the 
community support program to prevent social isolation of elders. Methods: The program was implemented 
with the participation of 143 community volunteers in a suburban city, Osaka. The data were collected by 
questionnaire before and after intervention. Primary outcomes were Community Commitment Scale(CCS), and a 
scale measuring self-efficacy for watching elderly neighbors（Mimamori scale). Results: 100 participants 
completed questionnaires. 100 participants completed the program. Both scores of the CC（p=0.008）, and 
Mimamori scale(p=0.016) between pre and post program time points were significantly improved.
Conclusions; The results suggested that the community support program had an effect on improving 
self-efficacy for watching elderly neighbors, and community commitment among local volunteers. The 
present program could facilitate community support by volunteers to prevent social isolation of elders.

研究分野：地域看護学
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１．研究開始当初の背景 

わが国では、高齢者の孤独死や虐待、介護

者による要介護高齢者の殺人等が問題とな

っており、これらの背景には、高齢者とその

家族の社会的孤立や地域における人との付

きあいの希薄化があげられる。高齢者とその

家族の社会的孤立や虐待の防止には、高齢者

の健康状態の悪化や社会的孤立に至る以前

に、早期に発見し、必要な支援につなげるこ

とが重要である。早期に発見し対応する仕組

みとして、専門機関による対応では限界が生

じており、住民等による見守りネットワーク

の構築が必要となっている。現在、地域包括

支援センターの看護・福祉専門職が中心とな

り、地域に高齢者見守り組織の立ち上げ、住

民等による高齢者の見守り活動や安否確認

の活動支援が実践されている。 

地域組織の育成や活動支援に関連する研

究は、高齢者見守り組織の立ち上げに関する

実践報告のみで学術的には地域住民の見守

り組織の形成プログラムの方法論の妥当性

等を実証している研究報告はみられていな

い。高齢者見守り組織の特徴として、活動内

容がグループメンバー自身の問題ではなく、

地域の課題であり、地域へ活動を発展させて

いくことが活動の中心であることがあげら

れる。本研究において、高齢者見守り組織の

支援過程をプログラム化し、その効果を学術

的に検証することは、地域組織活動促進の過

程を明らかにすることになり意義がある。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、住民を対象とした地域高

齢者見守りの活動促進するプログラム（以下、

PGM と略す）を開発し、PGM の効果を支援が

必要な高齢者への関心の程度、地域コミット

メント、高齢者見守り自己効力感について評

価することである。 

 

３．研究の方法 

研究デザインは、1 群による事前―事後テ

ストデザインを用いた。 

(1) 対象者 

研究対象地域は、大阪府 A市は人口 12万

人、高齢化率 25％の都市近郊地域とした。研

究対象者は、高齢者の見守り活動を実施する

住民組織に所属する地域住民で、対象となっ

たのは、A市 4地区の住民 143人で、4地区

は A 市社会福祉協議会が高齢者等見守りネ

ットワーク推進事業のモデル地区として選

定した地区であった。モデル地区の事業対象

者のうち、研究協力の同意が得られた者に

124人を調査対象者とし、評価に関する調査

を実施した。 

(2) PGMの開発 

PGM は、コミュニティ・エンパワメント

の概念を基盤として組み立てた。コミュニテ

ィ・エンパワメントとは、「住民や組織、地

域などコミュニティの持っている力を引き

出し、発揮できる条件や環境を作っていくこ

と」である（安梅,2005）。本研究では、PGM

にコミュニティ・エンパワメントの実現に向

けた７要素（安梅,2005）のうち、「目的を明

確にする」「プロセスを味わう」「共感のネ

ットワーク化」「活動の意味づけ」の 4要素

を取り入れ、コミュニティのエンパワメント

を図った。 

PGM の目標は、見守り活動に携わる住民

間の高齢者の見守りの価値の共有と、住民組

織間、住民組織と専門機関間との連携が進む

ことと設定した。PGM 構成は、学習編と実

践編の 2部構成とした。学習編は、2回に分

かれ、1 回目は①高齢者見守りが必要となっ

た背景や高齢者を取り巻く問題について学

習、②住民による見守り時の個人情報の保護

の考えの学習、2 回目は①見守りに必要な技

術を学習する。高齢者の状況把握に必要な観

察の視点と対応判断がわかる「安心チェック

シート」を作成し、見守りプロセスがシート

に沿って実施できるようにした。②関わりを



拒否する高齢者等の対するコミュニケーシ

ョンの取り方を学習することを内容とした。

実践編は、学習編の知識や技術を用いて、見

守りのプロセスを体験できるようにした。体

験の内容は、①地域内の住民組織が協働し、

高齢者の全数訪問を実施する、②住民組織と

専門機関が協働し実施する情報共有・対応検

討の見守りチーム会議（以下、チーム会議と

略す）と、③住民と専門機関との活動報告会

議を実施することとした。 

PGMの実施期間は、平成 22年 6月から平

成 24 年 2 月であった。実施場所は、各地区

の公民館または集会所で、PGM の運営は、

研究者らと A 市社会福祉協議会職員が担当

した。PGM の実施に当たり、住民組織の代

表者と PGMの内容と進行について共有を図

った。 

(3) 評価方法 

評価方法は、自記式質問紙調査（連結可能

匿名化）を PGM 実施前と PGM 実施後の 2

時点で実施した。調査用紙は、研究者がマッ

チングできるよう ID 番号で管理した。調査

票の配布回収は、A市社会福祉協議会の職員

が行い、対象者の自由意志に影響を与えるこ

とのないよう配慮した。PGM 参加者の見守

り活動に関する評価の指標は、支援が必要な

高齢者への関心の程度、地域コミットメント、

高齢者見守り自己効力感の 3項目とした。 

① 見守りが必要な人に対する関心 

見守りが必要な人に対する関心の程度は、

認知症高齢者、閉じこもり高齢者、地域との

交流のない高齢者の 3項目について、「全く

関心がない」を 0点、「とても関心がある」

を 100点とした 0～100 点の Visual Analogue 

Scale（以下、VAS）とし、得点を算出した。

得点が高いほど高齢者に対する関心が高い

と判断した。 

② 地域コミットメント 

地域コミットメントの評価は、信頼性、妥

当性が確認されている地域コミットメント

尺度 Kono,2012）を用いた。地域コミット

メントとは、人々がもつ地域に対する帰属

や人付き合いに対する意識のことで、見守

り活動の評価に有用な概念である 18)。質問

項目は「帰属感」4 項目、「付き合い」4 項

目の 2つの下位尺度、計 8項目からなる。「と

てもそう思う」3 点から「全く思わない」0

点の 4件法で評価した。得点は 0～24点の

範囲で、得点が高い程、地域コミットメン

トが高いことを示す。 

③ 高齢者見守り対する自己効力感 

高齢者見守り対する自己効力感の評価は、

Tadaka らが見守り活動を実施する住民ボラ

ンティアを対象に見守り活動に対する自己

効力感を測定する尺度として開発した地域

高齢者見守り自己効力感尺度を用いた（田

髙,2010, Tadaka,2013）。質問項目は、「近隣

見守り」4項目、「地域ネットワーク」4項目

の 2 つの下位尺度、計 8 項目からなり、「と

ても自信がある」3点から「全く自信がない」

0点の 4件法で評価した。得点は 0～24点の

範囲で、得点が高い程自己効力感が高いこと

を示す。 

(4) 分析方法 

分析は、事前と事後の評価は対応のある t

検定を用いて統計的な検討を行った。統計学

的な有意水準は 5％以下とし、統計処理には

SPSSver.21 を用いた。 

 

４．研究成果 

(1) PGMによる介入の結果と評価 

① PGM評価の対象者の特徴 

PGM への参加協力の同意が得られた対象

者 124 人のうち、分析項目に欠損のあった 4

人、事後の調査拒否者 20 人を除いた 100 人

を分析対象者とした。対象者の基本属性は、

性別は女性が 78 人（78.0％）、年齢は 60 歳

代が 40 人（40.0％）、70 歳以上が 42 人

（42.0％）で、居住年数は 20 年以上の者が

70 人（72.1％）であった。所属団体は、福祉



委員会が 51 人（52.6％）、自治会が 41 人

（42.3％）であった。 

② 高齢者見守り活動の実施状況 

PGM の実践編で PGM 参加者らは、各所

属団体の高齢者名簿を基にし、高齢者を訪問

した。訪問した高齢者数は 4 地区の合計は

946人であった。そのうち、訪問によって高

齢者の状況把握ができたのは 850人で、訪問

対象者全体の 89.8％であった。面会を拒否し

た者が 29 人（3.0％）、在宅の気配があるが

応答のない者が 9 人（0.9％）、不在者は 41

人(4.3％)であった。訪問者同士で今後の高齢

者への対応判断をした結果、「そのまま様子

を見る」が 825 人（87.2％）で、「見守りチ

ーム会議で検討」が 58人（6.3％）、「地域包

括支援センターに相談」が 1人（0.1％）とな

った。 

訪問期間終了後、PGM 参加者と地域包括

支援センター保健福祉専門職、社会福祉協議

会の専門職が出席し、チーム会議を開催した

結果、高齢者への対応は「地域包括支援セン

ターから家庭訪問する」が 23 人、住民らの

所属組織が実施している定期的な訪問活動

「声かけ訪問」の対象者とする者が 15 人、

定期的に開催しているふれあい喫茶やミニ

デイへの参加勧奨をする者が 27人となった。 

③ PGM参加者の見守り活動の変化 

PGM 参加者の地域コミットメントと地域

高齢者見守り自己効力感、見守りが必要な高

齢者への関心の程度について、PGM 実施前

後の変化について述べる。 

地域コミットメントは、平均値が実施前

15.1 点と比べ実施後は 16.2 点と有意に高く

なった（p=0.008）。下位尺度の「帰属感」は、

平均値が実施前 7.5 点、実施後は 7.8 点であ

った。「付き合い」は、平均値が実施前 7.6

点と比べ実施後は8.4点と有意に高くなった

（p=0.012）。 

地域高齢者見守り自己効力感は平均値が

実施前 11.9 点と比べ、実施後は 12.9 点と有

意に高くなった（p=0.016）。下位尺度の「近

隣見守り」は、平均値が実施前 5.6 点、実施

後は 6.1 点であった。「地域ネットワーク」

は平均値が実施前 6.2 点と比べ実施後は 6.7

点と有意に高くなった（p=0.046）。 

見守りが必要な高齢者への関心の程度は、

「認知症が疑われる高齢者」は実施前 44.8

点、実施後は 54.7 点、（p<0.001）、「外出を

しない高齢者」は、実施前 45.5 点、実施後

は 50.5 点、（p=0.03）、「地域と交流のない高

齢者」は、実施前 45.2 点、実施後は 51.4 点

（p=0.006）といずれの項目でも、実施後関

心が有意に高くなった。 

(2) PGM内容の検討と提案 

今回の研究では、地域住民を対象とした高

齢者見守り活動の促進 PGMを開発し、実施

し、PGMの効果を、PGM参加者の見守りが

必要な対象への関心、地域コミットメント、

地域高齢者見守り自己効力感について、PGM

実施前後の 2時点での変化を評価し、検証し

た。その結果、PGM 実施前と比べ実施後は

見守りが必要な高齢者への関心の程度が高

まり、地域コミットメント、地域高齢者見守

り自己効力感が高くなった。 

PGM 参加者の見守り活動に対する変化を

から PGMの内容を検討する。見守りが必要

な対象者である「認知症が疑われる高齢者」

「閉じこもり高齢者」「地域と交流のない高

齢者」への関心の程度は高くなった。学習編

で支援が必要な高齢者についての知識が得

られたことと、実践編での訪問とチーム会議

を通して、支援が必要な高齢者が身近に存在

として認識できたことが影響したと考える。

しかし、実際の見守り活動の中で安全が脅か

され、専門機関による支援が必要な高齢者に

出会う頻度は、今回の全数訪問の結果からも

低い。見守りが必要な高齢者への関心を維持

するため、見守りや支援を要する高齢者の状

態像について、継続的に学習の機会を設ける

等の工夫が必要である。 



PGM 参加者の地域コミットメントが高ま

ったのは、実践編でチーム会議や活動報告で

住民と専門職間でコミュニケーションがと

れたこと、見守りを通して地域の現状を知り、

地域の課題の解決に向けた話し合いができ

たこと、見守り活動が地域や自分たちの将来

によい影響を与えていると実感できたこと

の体験が影響したと考える。地域高齢者見守

り自己効力感が高くなったのは、自己の成功

体験が自己効力感を高めることに有効であ

ることから、実践編で、地域高齢者の全数訪

問を通して、訪問を体験できた経験と、他の

住民組織メンバーとの訪問やチーム会議を

通して、連携の実際を体験できたためである

と考える。 

次に、PGM の実施状況から PGM 内容を

検討する。実践編の高齢者の全数訪問で、訪

問高齢者の大部分と面会し、状況把握ができ

た。訪問を拒否者が 3.0％、不在者が 4.3％と

ともに低くかった。これらは PGM参加者が

見守りの重要性を認識して訪問できたこと、

複数の住民組織が協力し、既存の組織活動に

よってもっている強みを活かして訪問でき

たことが高い訪問率につながったと考える。

高齢者の訪問結果を基に、チーム会議で支援

が必要な高齢者について対応を検討した結

果、数は少ないが専門機関による支援と住民

組織による声かけや訪問等の支援につなげ

ることができた。全数訪問の高い訪問率と支

援が必要な高齢者を支援につなげられた実

績は、今回の PGMに対して一定の評価がで

きると考える。本研究の PGM対象者は、70

歳以上の者が 4割を占め、見守り活動に携わ

る住民の多くが高齢者であった。超高齢社会

の日本では、今後、住民による見守りは高齢

者が主軸となることが予測され、その場合、

「互いに見守る」という視点から、PGM に

は、見守り実践時の知識や技術だけでなく、

見守られる側の備えに対する情報提供も加

えた内容の検討が今後、必要であると考える。 

以上のことから、本 PGMは高齢者見守り

活動を促進させる PGMとして有効である可

能性が示唆された。しかし、今回の研究の限

界として、本研究は近郊都市の一地域の住民

組織に所属する住民を対象に実施したため、

今後は都市部や農村部等特性の異なる地域

でも本 PGMが実施可能か、検討していく必

要がある。また、本研究は 1群による事前―

事後テストデザインを用いたが今後は比較

群を設定したデザインの研究の検討が今後、

必要である。本研究では A市高齢者等見守り

ネットワーク推進事業のモデル地区として

選定した地区の住民を対象としたことから、

対象者は高齢者の声かけ訪問やサロンの開

催が活発な地域に住み、研究にも関心が高く、

協力的な集団であったと考えられる。選択バ

イアスが存在しているため、結果の一般化に

は限界がある。 

今後、地域高齢者見守り組織の主体的な活

動を促すための支援の一方策として本 PGM

を洗練させ、実践活動に取り入れていくこと

が課題である。 
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